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調査対象
企業数

調査企業数 内訳 有効
回答率

有効回答 構成比 製造業 非製造業

総数 7,319 3,486 100.0 1,951 1,535 47.6

北東アジア 1,867 1,105 31.7 644 461 59.2

 
 
 
 

中国 1,359 806 23.1 514 292 59.3

台湾 265 129 3.7 68 61 48.7

韓国 94 85 2.4 47 38 90.4

香港 149 85 2.4 15 70 57.0

ASEAN 4,164 1,865 53.5 1,111 754 44.8

 
 
 
 
 
 
 
 

タイ 1,437 831 23.8 533 298 57.8

マレーシア 927 336 9.6 200 136 36.2

シンガポール 751 241 6.9 71 170 32.1

フィリピン 267 149 4.3 97 52 55.8

ベトナム 317 145 4.2 104 41 45.7

インドネシア 418 130 3.7 95 35 31.1

ミャンマー 21 21 0.6 7 14 100.0

カンボジア 26 12 0.3 4 8 46.2

南西アジア 825 254 7.3 126 128 30.8

 
 
 
 

インド 678 203 5.8 94 109 29.9

スリランカ 66 23 0.7 12 11 34.8

バングラデシュ 52 16 0.5 11 5 30.8

パキスタン 29 12 0.3 9 3 41.4
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企業の事業戦略や関係機関の施策立案に役立つ
情報を広く提供することを目的に日系企業の活動
の実態や事業環境を把握すること。

調査目的

中国、香港、台湾、韓国に進出している日系企業
のうち、日本側による直接・間接資本の合計が
10％以上の企業。
回答者のEメールアドレスに、アンケート調査票を
掲載したインターネットアドレス（URL）を通知し、
同画面に直接回答を入力していただく方法を採
用した。なお、一部の国・地域については、調査
票を郵送する方法を採用・併用している。

調査対象

(社、%)

北東アジア４カ国・地域、ASEAN８カ国、南西ア
ジア４カ国、オセアニア２カ国の計18カ国・地域で
調査を実施。
本資料は、中国を対象に行ったアンケート結果
（有効回答数806社、有効回答率59.3％）を「中
国編」としてまとめたものである。
図表の数値は四捨五入しているため、合計が必
ずしも100％とはならない。
台湾の調査については、財団法人交流協会の
協力を得て実施した。

備考

オセアニア 463 262 7.5 70 192 56.6

 
 

オーストラリア 342 170 4.9 49 121 49.7

ニュージーランド 121 92 2.6 21 71 76.0

2010年（平成22年）８月２日～９月15日

調査時期
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中国

計 遼寧省 北京市 天津市 山東省 江蘇省 上海市 広東省 その他

回答企業数 806 92 81 33 131 37 133 261 38

構成比(%) 100.0 11.4 10.0 4.1 16.3 4.6 16.5 32.4 4.7

中国 省市別構成比

中国 業種別構成比

（注1）左記の業種分類の内訳は以下のとおり

1.食料品：食品、農水産加工品
2.繊維：繊維(紡績・織物・化学繊維)、衣服・繊維
製品

3.木材・パルプ：木材・木製品、紙・パルプ
4.化学・医薬：化学品・石油製品、医薬品、プラス
チック製品

5.鉄・非鉄・金属：鉄鋼(鋳造製品を含む)、非鉄金
属、金属製品(メッキ加工を含む)

6.一般機械器具：一般機械(金型・機械工具を含
む)

7.電気機械器具：電気機械・電子機器、電気・電
子部品

8.輸送機械器具：輸送用機器(自動車・二輪車)、
輸送用機器部品(自動車・二輪車)

9.精密機械器具：精密機械、医療機器
10.卸売・小売：商社、流通、販売会社
11.金融・保険：銀行、保険、証券

（注2）中国の省市別の調査結果は回答企業数
20社以上の省市、業種別の調査結果は各設問

の有効回答５社以上の業種を掲載した。このた
め、掲載業種・省市の回答企業数の合計は総
数を下回る。

62.2 

37.8 

大企業 中小企業

製造業 計
回答企業数 構成比(%)

514 63.8

電気機械器具 113 14.0

化学・医薬 68 8.4

輸送機械器具 63 7.8

鉄・非鉄・金属 53 6.6

食料品 44 5.5

繊維 41 5.1

一般機械器具 24 3.0

精密機械器具 21 2.6

ゴム・皮革 12 1.5

木材・パルプ 6 0.7

その他製造業 69 8.6

非製造業 計
回答企業数 構成比(%)

292 36.2

卸売・小売業 109 13.5

運輸業 37 4.6

通信・ソフトウェア業 27 3.3

金融・保険業 13 1.6

建設業 6 0.7

その他非製造業 100 12.4

中国 企業規模別構成比

（％）

中国

大企業 中小企業

回答企業数 501 305

構成比(%) 62.2 37.8
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 北東アジア地域について、2010年の営業利益見込みを
「黒字」と回答した企業の割合は68.6％。09年の57.6％
から11.0ポイント上昇した。

 09度調査との比較では、すべての調査対象国・地域で
「黒字」と回答した企業の割合が上昇。09年同様、台湾
（81.3％）、韓国（80.0％）、香港（78.6％）の黒字率が相対
的に高い。

 設立年度別にみると、設立年が早いほど黒字企業の割
合が高い傾向がある。

 黒字と回答した企業の割合が高い台湾、韓国、香港は
企業の進出時期が相対的に早く、初期投資を回収し黒
字化が進んでいる企業が多いことが背景にあるとみられ
る。

2010年の営業利益見込み（国・地域別､設立年別）

0 40 6020 80 100
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台湾
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2010年の営業利益見込み（中国 省市別､企業規模別）

 中国について、2010年
の営業利益見込みを
「黒字」とした企業の
割合は64.4％。09年の
51.8％から12.6ポイン
ト上昇。

 09年の比較では、対象
省市すべてで「黒字」
と回答した企業の割合
が上昇。

 省市別に「黒字」と回
答した企業の割合をみ
ると、江蘇省が約8割、
天津市、上海市、広東
省が約7割、北京市、山
東省、遼寧省が約6割。

 企業規模別では、大企
業（72.1％）のほう
が、中小企業
（51.7％）より20.4ポ
イント「黒字」と回答
した企業の割合が高
い。

 全体の黒字の企業の割
合が高い江蘇省、天津
市、上海市、広東省で
はとりわけ大企業の黒
字率が高く、大企業の
業績回復が全体の黒字
比率を引き上げる傾
向。

省市別 企業規模別
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2010年の営業利益見込み（中国 業種別、企業規模別） （注）2010年度の有効回答が10社以上の業種のみ掲載。

 業種別にみると､「黒字」と回答した企業の割合は､製造業（65.5%）と
非製造業（62.4%）に顕著な差はない。

 有効回答10社以上の業種で黒字企業の割合が高いのは､製造業
では精密機械器具（85.7%）､輸送機械器具（85.7%）、非製造業では
金融・保険業（83.3%）。反対に黒字企業の割合が低い業種は、製造
業では繊維（40.0％）、食料品（45.5％）、非製造業では通信・ソフト
ウェア業（48.2％）。

 09年度より黒字率が低下した業種は、繊維（41.4％⇒40.0％）。
 企業規模別でみると、製造業、非製造業ともに、大企業は中小企
業より20ポイント程度黒字率が高い。

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

製造業

精密機械
器具

輸送機械
器具

鉄・非鉄
・金属

電気機械
器具

ゴム・皮革

化学・医薬

一般機械
器具

食料品

繊維

非製造業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

通信・
ソフトウェア業

74.6 

52.6 

9.7 

30.3 

15.7 

17.1 

大企業(n=299)

中小企業(n=211)

68.3 

49.5 

17.6 

23.1 

14.1 

27.5 

大企業(n=199)

中小企業(n=91)

製造業 非製造業

企業規模別

企業規模別

＞

＞



65.4 

48.1 

69.1 

58.8 

58.9 

52.9 

73.0 

44.2 

59.8 

51.5 

23.1 

23.4 

18.5 

19.6 

22.1 

22.9 

11.5 

25.6 

20.5 

21.2 

11.5 

28.6 

12.3 

21.6 

18.9 

24.3 

15.6 

30.2 

19.6 

27.3 

10年度(n=52)

09年度(n=77)

10年度(n=81)

09年度(n=51)

10年度(n=95)

09年度(n=70)

10年度(n=122)

09年度(n=86)

10年度(n=112)

09年度(n=66)

黒字 均衡 赤字

65.8 

49.5 

78.0 

67.9 

73.7 

52.5 

70.1 

57.7 

50.9 

51.6 

52.5 

35.7 

16.3 

21.6 

14.6 

12.3 

14.1 

23.7 

16.4 

25.0 

30.9 

25.8 

23.8 

28.6 

17.8 

28.8 

7.3 

19.8 

12.1 

23.7 

13.4 

17.3 

18.2 

22.6 

23.8 

35.7 

10年度(n=202)

09年度(n=222)

10年度(n=123)

09年度(n=81)

10年度(n=99)

09年度(n=59)

10年度(n=67)

09年度(n=52)

10年度(n=110)

09年度(n=93)

10年度(n=80)

09年度(n=70)

１．営業利益見通し（４）
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2010年の営業利益見込み（中国 輸出比率別､現地調達比率別､従業員規模別）

 輸出比率別に営業利益見通しをみると､輸出比率が低い
ほど黒字企業の割合も高くなる傾向。

 現地調達率は､営業損益との明確な関係性はみられな
かった。

 従業員規模別に黒字企業の割合をみたところ､09年度は
従業員数の多い企業(大企業)ほど、「黒字」と回答した
企業の割合が高い傾向がみられたが、10年度は全ての従

業員規模で黒字率が上昇。とりわけ従業員数の少ない企
業（中小企業）の改善が顕著。

現地調達比率輸出比率

従業員規模別

50.6 

40.1 

70.6 

45.4 

65.5 

55.6 

68.5 

54.8 

75.0 

69.1 

75.4 

70.4 

22.7 

24.6 

19.3 

24.7 

17.6 

25.3 

18.8 

18.3 

12.5 

18.2 

13.0 

16.7 

26.6 

35.3 

10.1 

29.9 

16.9 

19.2 

12.8 

26.9 

12.5 

12.7 

11.6 

13.0 

10年度(n=233)

09年度(n=167)

10年度(n=119)

09年度(n=97)

10年度(n=142)

09年度(n=99)

10年度(n=149)

09年度(n=104)

10年度(n=88)

09年度(n=55)

10年度(n=69)

09年度(n=54)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100
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1～
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20～
50%未満

50～
80%未満

80～
100%未満

100%
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1～
30%未満
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60～
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90～
100%
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50

～99人

100

～199人

200
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500

～999人

1000人
～
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（%）



45.3 

36.6 

46.4 

41.7 

53.2 

34.6 

43.8 

24.7 

48.8 

16.3 

30.3 

39.4

42.9 

44.2 

40.5 

64.9 

-20 0 20 40 60 80 100

11年度(n=780)

10年度(n=797)

11年度(n=125)

10年度(n=132)

11年度(n=79)

10年度(n=81)

11年度(n=89)

10年度(n=89)

11年度(n=127)

10年度(n=129)

11年度(n=33)

10年度(n=33)

11年度(n=252)

10年度(n=258)

11年度(n=37)

10年度(n=37)

 
 

 
 

 
 

 
 

１．営業利益見通し（５）
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DI値で見た10年､11年営業利益見通し（中国 省市別）

 営業利益見込みについて景況
感を示すDI値でみると、10年は
すべての対象省市で09年より
「改善」する企業の割合が、「悪
化」を上回った（DI値がプラス）。

 中国全体では36.6ポイントとな
り、09年調査（n=577）のマイナス
5.4ポイントから大きく改善。2011
年はさらに改善し45.3ポイント。

 省市別にみると、10年のDI値は
江蘇省で最大（64.9ポイント）。
11年のDI値は北京市（53.2ポイ
ント）で最大。

 10年のDI値が相対的に低い山
東省、遼寧省は、11年にかけて
DI値が大幅に伸びている。

省市別

中国

上海市

北京市

遼寧省

山東省

天津市

広東省

江蘇省

（ポイント）

（注）DI値とはDiffusion Indexの略で､「改善」すると回答した企業の割合から､「悪化」
すると回答した企業の割合を差し引いた値。景況感を表す指標として用いられる。



40.5 

35.2 

61.4 

38.6 

43.5 

33.3 

50.8 

25.0 

36.4 

25.0 

27.5 

-5.1 

30.2 

39.7 

38.1 

42.9 

37.5 

45.5 

32.7 

53.8 
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11年度(n=501)

10年度(n=509)

11年度(n=44)

10年度(n=44)

11年度(n=23)

10年度(n=24)

11年度(n=65)

10年度(n=68)

11年度(n=11)
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11年度(n=40)

10年度(n=39)

11年度(n=63)

10年度(n=63)

11年度(n=21)

10年度(n=21)

11年度(n=112)

10年度(n=112)

11年度(n=49)

10年度(n=52)

（ポイント）

53.8 

39.2 

72.7 

41.7 

58.8 

51.4 

57.1 

41.7 

51.9 

0.0 

-20 0 20 40 60 80 100

11年度(n=279)

10年度(n=288)

11年度(n=11)

10年度(n=12)

11年度(n=102)

10年度(n=107)

11年度(n=35)
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11年度(n=27)

10年度(n=27)

 
 

 
 

 

１．営業利益見通し（６）
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DI値で見た10年､11年営業利益見通し（中国 業種別）

 業種別にDI値をみると、10年の見通しは製造業（35.2ポイント）と非
製造業（39.2ポイント）で大きな差はないが、11年の見通しは非製造
業（53.8ポイント）が製造業（40.5ポイント）を13.3ポイント上回る。

 有効回答10社以上の業種で10年のDI値が高いのは、製造業では
鉄・非鉄・金属（53.8ポイント）、非製造業では卸売・小売業（51.4ポイ
ント）。反対に10年のDI値が低いのは、製造業では繊維（マイナス5.1
ポイント）、非製造業では通信・ソフトウェア業（0.0ポイント）。

 11年については、製造業では食料品（61.4ポイント）、化学・医薬
（50.8ポイント）をはじめすべての業種でDI値がプラス。非製造業では
金融・保険業（72.7ポイント）を筆頭にすべての対象業種で50ポイント
を上回った。

製造業 非製造業

（注）有効回答10社以上の業種のみ掲載。

製造業

食料品

一般機械
器具

化学・
医薬

ゴム・
皮革

繊維

輸送機械
器具

精密機械
器具

電気機械
器具

鉄・非鉄
・金属

非製造業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

通信・
ソフトウェア業

（ポイント）



１．営業利益見通し（７）
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省市別 (％)

10年の営業利益が悪化する理由（複数回答、上位５項目） 省市別

10年の営業利益が改善する理由（複数回答、上位５項目）

(％)

15.7 
35.7 

17.5 
16.7 
15.6 

13.2 
11.4 

6.8 

0 20 40 60 80 100

中国
江蘇省
北京市
天津市
広東省
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上海市
遼寧省

調達コストの削減

現地市場での売上増加

15.2 
30.0 

22.2 
21.4 

17.0 
13.6 

11.4 
10.6 

0 20 40 60 80 100

中国
北京市
天津市
江蘇省
山東省
遼寧省
上海市
広東省

その他支出(管理費、光熱費等)の削減

39.4 
53.3 
51.9 

47.4 
40.0 

32.3 
26.7 

8.3 

0 20 40 60 80 100

中国
天津市
江蘇省
山東省
広東省
遼寧省
上海市
北京市

生産効率の改善（製造業のみ）

32.1 
54.7 

47.7 
46.4 

36.3 
22.6 

17.7 
10.2 
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中国
山東省
遼寧省
江蘇省
広東省
天津市
上海市
北京市

輸出拡大による売上増加

71.7 
88.6 

82.5 
72.2 

67.5 
65.9 
64.3 

56.6 

0 20 40 60 80 100

中国
上海市
北京市
天津市
広東省
遼寧省
江蘇省
山東省

 10年の営業利益が「改善」す
ると回答した企業にその理由
を複数回答で尋ねたところ、
「現地市場での売上増加」
（71.7％）が最も多く、とりわけ
上海市、北京市では８割を超
えた。

 天津市、江蘇省では「生産効
率の改善」 （それぞれ
53.3％、51.9％）の割合が高
く、山東省、遼寧省では「輸出
拡大による売上増加」 （それ
ぞれ54.7％、47.7％）の割合
が相対的に高い。

 10年の営業利益が「悪化」す
る理由については、「人件費
の上昇」（60.8％）、「調達コス
トの上昇」（41.9％）が上位２
項目として挙げられた。

 その他、「現地市場での売上
減少」（25.7％）をあげる企業
の割合が北京市、上海市で
相対的に高く、「輸出低迷に
よる売上減少」 は山東省
（41.9％）で相対的に高かっ
た。

24.3 
41.9 

29.2 
27.3 

25.0 
10.9 

0 20 40 60 80 100

中国
山東省
上海市
遼寧省
北京市
広東省

輸出低迷による売上減少

60.8 
76.1 

68.2 
64.5 

41.7 
33.3 

0 20 40 60 80 100

中国
広東省
遼寧省
山東省
北京市
上海市

人件費の上昇

23.7 
32.6 

29.2 
22.7 

12.9 
8.3 

0 20 40 60 80 100

中国
広東省
上海市
遼寧省
山東省
北京市

為替変動

41.9 
54.2 

41.9 
41.3 
40.9 

33.3 

0 20 40 60 80 100

中国
上海市
山東省
広東省
遼寧省
北京市

調達コストの上昇

25.7 
41.7 

37.5 
22.9 
21.7 

16.1 

0 20 40 60 80 100

中国
北京市
上海市
遼寧省
広東省
山東省

現地市場での売上減少

総数(n=148社)

北京市(n=12社)

広東省(n=46社)

遼寧省(n=22社)

上海市(n=24社)

山東省(n=31社)

総数(n=441社)

北京市(n=40社)

江蘇省(n=28社)

広東省(n=160社)

遼寧省(n=44社)

上海市(n=79社)

天津市(n=18社)

山東省(n=53社)



１．営業利益見通し（８）
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 11年の営業利益が「改善」す
ると回答した企業にその理由
を複数回答で尋ねた結果で
は、「現地市場での売上増
加」（76.6％）が７割を超え、
「生産効率の改善」（47.5％）、
「輸出拡大による売上増加」
（31.6％）が続く。10年と同様
に国内販売が営業利益改善
を牽引する傾向が強い。

 北京市、上海市では、「販売
効率の改善」（それぞれ
32.6％、27.5％）をあげる企業
の割合が相対的に高い。

 江蘇省では、「調達コストの削
減」が57.9％と高い。

 11年の営業利益が「悪化」す
る理由については、「人件費
の上昇」（73.4％）が最も多
い。

 その他、「調達コストの上昇」
（38.0％）、「為替変動」
（32.9％）が続いている。

省市別 (％)

11年の営業利益が悪化する理由（複数回答、上位５項目） 省市別

11年の営業利益が改善する理由（複数回答、上位５項目）

(％)
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45.5 
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人件費の上昇
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２.今後の事業展開（１）
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今後１～２年の事業展開の方向性（中国 省市別）

55.1 
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今後１～２年の事業展開の方向性をみると、「拡
大」すると回答した企業の割合は65.2％と、09年
度調査結果の61.9％から3.3ポイント上昇。省市別
では、北京市と天津市を除き、09年度調査結果よ
り「拡大」とする企業の割合が上回った。
10年の営業利益見込みとの関係では、黒字企業

は、均衡もしくは赤字企業と比べて事業拡大を志向
する企業の割合が高い。
設立年との関係では、設立後の経過年数が短い程
事業拡大を志向する企業の割合が高い。

売上に占める輸出比率との関係では、輸出比率の
低い（国内販売比率の高い）企業ほど、事業拡大を
志向する企業の割合が高い傾向。
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今後１～２年の事業展開の方向性（中国 業種別）
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 業種別に事業拡大を志向する企業の割合をみると、非製造業（70.8％）が製造業（61.9％）を上回る。
 業種別で「拡大」の割合が高いのは、製造業では、食料品（79.6％）、輸送機械器具（73.0％）、精密機械器具（71.4％）、非製造業では、金融･
保険業（91.7％）、卸売･小売業（76.9％）など。09年度調査との比較では、食料品、化学･医薬、電気機械器具、金融･保険業、建設業で10ポイ
ント以上、「拡大」を志向する企業の割合が増加している。

 企業規模別にみると、大企業の事業拡大志向は中小企業を上回る。
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事業拡大の具体的な方針は、
「新規市場の開拓」 が６割を上
回り、「追加投資による既存の事
業規模拡大」、「生産品目/サービ
ス内容の多角化」が続く。

省市別では、上海市、北京市で
は「新規市場の開拓」、江蘇省、
広東省では、「追加投資による既
存の事業規模拡大」、江蘇省、天
津市、遼寧省では、「設計･研究
開発/企画機能の強化」が相対的
に他省市より高い。

事業拡大の方針（中国、複数回答）

省市で傾向に差が見られた回答
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 今後１～２年の事業展開の方向性について、「縮小」（2.1％）もしくは「第３国（地域）への移転･撤退」（1.3％）と回答した企業は27社（構成比
3.4％）と極めて少ない。

 その理由についての回答（複数回答）では、「売上の減少」（33.3％）と回答した企業の割合が09年度調査と比べて大幅に減少したものの、「コ
ストの増加」（70.4％）は依然として高い。

事業縮小もしくは移転･撤退の理由
（中国、複数回答）
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（注）カッコ内は、各省市、業種の回答企業数に占める、「事業縮
小｣もしくは「第３国（地域）への移転・撤退」と回答した企業の割合。
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現地市場開拓へ向けた今後の取組み方針
（中国 総数、企業規模別）

 今後、「現地市場開拓を輸出よりも優先する」企業の割合は
中国全体で52.3％。「現地市場開拓と輸出に同じ優先度で
取り組む」企業(28.5％)とあわせ、8割を超える企業が現地
市場開拓を積極的に進める方針。「輸出を優先する」企業
(9.2％)、および「現地市場には関心なし」企業(3.7％)の合
計である12.9％を大きく上回った。

 企業規模別にみると、大企業は中小企業と比べ、「現地市
場開拓を輸出よりも優先する」と回答した企業の割合が
18.9ポイント高い。
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現地市場開拓へ向けた今後の取組み方針
（中国 省市別、業種別）
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 現地市場開拓へ向けた今後の取り組み方針を省市別でみると、北京市（72.0％）、上海市
（63.6％）で、「現地市場開拓を（輸出よりも）優先する」と回答した企業の割合が、全体の
平均（52.3％）を10～20ポイント上回った。

 業種別でみると、製造業では木材・パルプおよび輸送機械器具で、非製造業では建設業
および卸売・小売業で特に現地市場志向が強い。他方、輸出志向が相対的に強いのは、
製造業で繊維や電気機械器具、非製造業で運輸業や通信・ソフトウェア業。
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＜企業向け販売＞現地市場開拓においてターゲットとする層
（中国 省市別、複数回答）

 企業向け販売におけるターゲット層は、約5割の企業が現地日

系企業を対象としている。将来に向けては、現地日系企業向
けの割合は34.6％まで低下し、他方、地場企業および地場外
資系企業向けの合計が50.8％⇒65.4％に上昇。

 省市別でも同様の傾向がみられ、全対象地域で現地日系企
業向けから地場企業および地場外資系企業向けへとターゲッ
トがシフト。

 特に、現在、現地日系企業向けの割合が5割を越える天津市
と広東省で、将来に向けては、地場企業および地場外資企業
向けの割合が大幅に増え、天津市（41.3％⇒64.7％）、広東
省（43.6％⇒64.1％）とそれぞれ20ポイント以上上昇。

446 

285 

176 
360 

429 

251 内円：現在
  現地日系企業向け
  地場企業向け
  地場外資系企業向け
    （地場企業除く）

外円：将来
  現地日系企業向け
  地場企業向け
  地場外資系企業向け
    （地場企業除く）

総数 (現在：n=907 将来：n=1040)

(％)
省市別

（34.6％）

（31.4％）

（49.2％）

（19.4％）

（24.1％）

58.7 
35.3 

56.4 
36.0 

48.5 
32.4 

47.1 
34.0 

44.7 
35.0 

44.3 
35.2 

38.6 
29.8 

26.1 
41.2 

26.9 
38.1 

30.7 
39.0 

32.2 
40.4 

35.5 
44.2 

34.7 
42.9 

31.8 
42.6 

15.2 
23.5 

16.7 
26.0 

20.8 
28.6 

20.7 
25.5 

19.9 
20.9 
21.0 
21.9 

29.5 
27.7 

現在(n=46)
将来(n=51)

現在(n=275)
将来(n=339)
現在(n=101)
将来(n=105)
現在(n=87)
将来(n=94)

現在(n=141)
将来(n=163)
現在(n=176)
将来(n=196)
将来(n=44)
将来(n=47)

現地日系企業向け 地場企業向け 地場外資系企業向け（地場企業を除く）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（41.3％）

内円：現在
外円：将来

※総回答数ベース

天津市

広東省

遼寧省

北京市

山東省

上海市

江蘇省
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＜企業向け販売＞現地市場開拓においてターゲットとする層
（中国 業種別、企業規模別、複数回答）

 企業向け販売の現地市場開拓においてターゲットとする層を業種別にみると、現状で現地日系企業向けが多いのは、製造業では化学・医薬
（59.8％）、輸送機械器具（58.4％）、食料品（50.0％）、非製造業では建設業（71.4％）、通信・ソフトウェア業（68.2％）、運輸業（66.7％）など。

 将来に向けては、全ての対象業種において現地日系企業向けの割合が低下し、ターゲットは地場および地場外資系企業へとシフト。特に電気
機械器具（72.4％）では地場および地場外資系企業の合計が7割を超える。

 企業規模別にみると、大企業は中小企業と比べ地場企業向けをターゲットとする意向が強い。

製造業 非製造業

46.8

33.3

59.8

36.3

58.4

38.9

50.0

32.7

44.1

35.6

36.6

27.6

32.6

41.9

25.6

41.2

23.6

33.3

38.1

51.0

33.9

39.7

35.8

46.3

20.6

24.7

14.6

22.5

18.0

27.8

11.9

16.3

22.0

24.7

27.6

26.1

現在(n=583)

将来(n=675)

現在(n=82)

将来(n=102)

現在(n=89)

将来(n=108)

現在(n=42)

将来(n=49)

現在(n=59)

将来(n=73)

現在(n=123)

将来(n=134)

53.4 

37.0 

71.4 

55.6 

68.2 

34.3 

66.7 

43.9 

48.6 

34.2 

40.0 

35.3 

29.3 

40.0 

14.3 

22.2 

22.7 

42.9 

24.2 

31.7 

33.8 

44.7 

33.3 

35.3 

17.3 

23.0 

14.3

22.2

9.1

22.9

9.1 

24.4 

17.6 

21.1 

26.7

29.4

現在(n=324)

将来(n=365)

現在(n=7)

将来(n=9)

現在(n=22)

将来(n=35)

現在(n=33)

将来(n=41)

現在(n=142)

将来(n=152)

現在(n=15)

将来(n=17)

42.7 

30.6 

53.7 

37.6 

36.4 

45.0 

26.1 

37.2 

20.8 

24.4 

20.2 

25.2 

現在(n=365)

将来(n=409)

現在(n=218)

将来(n=266)

現地日系企業向け 地場企業向け 地場外資系企業向け（地場企業を除く）

50.2 

35.0 

61.3 

41.7 

30.3 

41.2 

26.9 

37.0 

19.5 

23.7 

11.8 

21.3 

現在(n=231)

将来(n=257)

現在(n=93)

将来(n=108)

現地日系企業向け 地場企業向け 地場外資系企業向け（地場企業を除く）

製造業

化学・医薬

輸送
機械器具

食料品

鉄・非鉄
・金属

電気
機械器具

非製造業

建設業

通信・
ソフトウェア業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

大企業

中小企業

大企業

中小企業

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

※総回答数ベース

企業規模別（非製造業）企業規模別（製造業） （注）有効回答企業数上位５業種について
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＜消費者向け販売＞現地市場開拓においてターゲットとする層
（中国 省市別、複数回答）

 消費者向け販売においてターゲットとする層では、
富裕層向けが約4割、ニューリッチ・中間層向けが5

割強となっている。将来に向けては、低所得層向け
の割合に拡大傾向がみられる（5.4％⇒9.6％）。

 省市別に現在と将来の変化が相対的に大きいのは、
上海市の富裕層向け（32.4％⇒41.7％）、広東省の
低所得層向け（8.6％⇒16.2％）となっている。

94

134

13
120

153

29 内円：現在
  富裕層向け
  ニューリッチ・中間層向け
  低所得層向け

総数 (現在：n=241 将来：ｎ=302)

(％)
省市別

（39.7％）

（55.6％）

（39.0％）

（5.4％）

（9.6％）

46.2 

47.6 

43.1 

42.4 

36.2 

35.1 

32.4 

41.7 

51.9 

46.0 

51.0 

50.8 

55.2 

48.6 

67.6 

54.2 

1.9 

6.3 

5.9 

6.8 

8.6 

16.2 

4.2 

現在(n=52)

将来(n=63)

現在(n=51)

将来(n=59)

現在(n=58)

将来(n=74)

現在(n=34)

将来(n=48)

富裕層向け ニューリッチ・中間層向け 低所得層向け

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（50.7％）

内円：現在
外円：将来

北京市

山東省

広東省

上海市

外円：現在
富裕層向け
ニューリッチ・中間層向け
低所得層向け

※総回答数ベース

（注）有効回答企業数20社以上の省市



39.5 

43.0 

50.0 

42.9 

55.8 

48.6 

42.9 

47.6 

4.7 

8.4 

7.1 

9.5 

現在(n=86)

将来(n=107)

現在(n=14)

将来(n=21)

富裕層 ニューリッチ・中間層 低所得層

39.3 

37.8 

32.4 

36.2 

54.2 

51.2 

64.7 

55.3 

6.5 

11.0 

2.9 

8.5 

現在(n=107)

将来(n=127)

現在(n=34)

将来(n=47)

富裕層 ニューリッチ・中間層 低所得層
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＜消費者向け販売＞現地市場開拓においてターゲットとする層
（中国 業種別、企業規模別、複数回答）

 消費者向け販売におけるターゲット層では、製造業・非製造業いずれにおいてもニューリッチ・中間層向けが約5割、次いで富裕層向けが約4

割、低所得層向けが約1割となっている。将来に向けては運輸業を除く全ての対象業種で、低所得層向けの割合が増加する傾向が見られる。
 業種別で富裕層向けの割合が相対的に高いのは製造業で食料品（44.0％）、非製造業で運輸業（50.0％）。他方、低所得者層向けの割合が
相対的に高いのは、製造業では輸送機械器具（15.4％）、非製造業で運輸業（10.0％）となっている。

製造業 非製造業

37.6

37.4

44.0

38.6

38.1

38.5

35.0

40.9

33.3

26.7

23.1

26.7

56.7

52.3

52.0

54.4

61.9

53.8

65.0

54.5

66.7

60.0

61.5

53.3

5.7

10.3

4.0

7.0

7.7

4.5

13.3

15.4

20.0

現在(n=141)

将来(n=174)

現在(n=50)

将来(n=57)

現在(n=21)

将来(n=26)

現在(n=20)

将来(n=22)

現在(n=12)

将来(n=15)

現在(n=13)

将来(n=15)

41.0 

43.0 

50.0 

41.7 

34.9 

40.7 

33.3 

40.0 

54.0 

48.4 

40.0 

58.3 

60.5 

50.0 

66.7 

40.0 

5.0 

8.6 

10.0 

4.7 

9.3 

20.0

現在(n=100)

将来(n=128)

現在(n=10)

将来(n=12)

現在(n=43)

将来(n=54)

現在(n=6)

将来(n=10)

製造業

食料品

電気
機械器具

繊維

化学・医薬

輸送
機械器具

大企業

中小企業

非製造業

運輸業

卸売・
小売業

通信・
ソフトウェア業

大企業

中小企業

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100

(％)

※総回答数ベース

（注）有効回答企業数5社以上の上位５業種について企業規模別（製造業） 企業規模別（非製造業）（注）有効回答企業数5社以上の業種について
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 主力価格帯では、企業向け、消費者向けともに中価格帯の割合が最も高い。将来に向けては、企業向けで低価格帯（12.1％⇒16.6％）、消費
者向けで低価格帯（8.4％⇒12.6％）および高価格帯（39.7％⇒43.2％）の割合がそれぞれ増加する。

 北京市では企業向け、消費者向けのいずれにおいても高価格帯の割合が最も高く、将来に向けても高価格帯にさらに注力していく傾向がみら
れる。

現地市場向け商品/サービスの主力価格帯（中国 省市別、複数回答）

40.3 

37.0 

49.2 

52.3 

45.6 

42.9 

38.7 

38.8 

38.0 

32.0 

37.5 

37.8 

34.2 

30.4 

34.1 

25.6 

47.7 

46.4 

45.8 

35.4 

45.6 

46.4 

52.6 

49.3 

47.6 

46.6 

46.9 

43.2 

43.8 

49.4 

53.7 

53.8 

12.1 

16.6 

5.1 

12.3 

8.7 

10.7 

8.8 

11.8 

14.4 

21.4 

15.6 

18.9 

21.9 

20.3 

12.2 

20.5 

現在(n=730)

将来(n=802)

現在(n=59)

将来(n=65)

現在(n=103)

将来(n=112)

現在(n=137)

将来(n=152)

現在(n=250)

将来(n=281)

現在(n=32)

将来(n=37)

現在(n=73)

将来(n=79)

現在(n=41)

将来(n=39)

高価格帯 中価格帯 低価格帯

0 20 40 60 80 100

(％)

39.7 

43.2 

50.0 

54.7 

46.7 

48.9 

38.6 

41.5 

34.5 

36.1 

51.9 

44.2 

47.6 

41.5 

53.3 

46.7 

56.8 

47.2 

52.7 

41.7 

8.4 

12.6 

2.4 

3.8 

4.4 

4.5 

11.3 

12.7 

22.2 

現在(n=214)

将来(n=278)

現在(n=42)

将来(n=53)

現在(n=30)

将来(n=45)

現在(n=44)

将来(n=53)

現在(n=55)

将来(n=72)

高価格帯 中価格帯 低価格帯

0 20 40 60 80 100

(％)

中 国

北京市

山東省

上海市

広東省

江蘇省

遼寧省

天津市

中 国

北京市

上海市

山東省

広東省

※総回答数ベース

企業向け 消費者向け

（注）有効回答企業数20社以上の省市
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現地市場向けに中・低価格帯の製品/サービスを販売する上での問題点・将来の課題
（中国 省市別、各上位５項目）

有効回答数 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位

総 数 461
他社との

価格競合が激しい
（79.6％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（35.4％）

現地市場に精通した
社内人材の不足／採用難

（30.2％）

低コスト化の生産／
供給体制の構築が困難

（27.1％）

売掛金の
回収リスクが高い

（26.5％）

遼寧省 47
他社との

価格競合が激しい
（78.7％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（38.3％）

売掛金の
回収リスクが高い

（36.2％）

現地市場に精通した
社内人材の不足／採用難

（25.5％）

市場特性・ニーズの
把握が困難
（23.4％）

北京市 38
他社との

価格競合が激しい
（73.7％）

現地市場に精通した
社内人材の不足／採用難

（34.2％）

売掛金の
回収リスクが高い

（31.6％）

消費者特性に合わせた
製品機能等の設計が困難

（26.3％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（26.3％）

天津市 25
他社との

価格競合が激しい
（84.0％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（48.0％）

現地市場に精通した
社内人材の不足／採用難

（36.0％）

市場特性・ニーズの
把握が困難
（32.0％）

低コスト化の生産／
供給体制の構築が困難

（32.0％）

山東省 68
他社との

価格競合が激しい
（73.5％）

現地市場に精通した
社内人材の不足／採用難

（35.3％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（32.4％）

市場特性・ニーズの
把握が困難
（29.4％）

売掛金の
回収リスクが高い

（26.5％）

江蘇省 21
他社との

価格競合が激しい
（85.7％）

消費者特性に合わせた
製品機能等の設計が困難

（28.6％）

低コスト化の生産／
供給体制の構築が困難

（28.6％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（19.1％）

売掛金の
回収リスクが高い

（19.1％）

上海市 86
他社との

価格競合が激しい
（81.4％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（38.4％）

現地市場に精通した
社内人材の不足／採用難

（33.7％）

売掛金の
回収リスクが高い

（31.4％）

低コスト化の生産／
供給体制の構築が困難

（30.2％）

広東省 156
他社との

価格競合が激しい
（81.4％）

低コスト化の仕様／
品質基準の変更が困難

（34.0％）

現地市場に精通した
社内人材の不足／採用難

（29.5％）

低コスト化の生産／
供給体制の構築が困難

（28.9％）

売掛金の
回収リスクが高い

（23.7％）

 現地市場向けに中・低価格帯の製品/サービスを販売する上での課題としては、「他社との価格競合が激しい（79.6％）」が最も高い。
 そのほか低コスト化に向けた課題（「低コスト化の仕様/品質基準の変更が困難（35.4％）」、「低コスト化の生産/供給体制の構築が困難
（27.1％）」）のほか、人材確保の問題（「現地市場に精通した社内人材の不足/採用難（30.2％）」）が多くの省市であげられたほか、「売掛金の
回収リスクが高い（26.5％）」といった企業間債務の問題も、天津市（12.0％）を除く省市で上位5項目に入っている。
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現地市場向け低・中価格帯の製品／サービスを
販売する際の最大の競合相手（国・地域別）

中国 (461社）

社数 比率（％）

1位 中国企業 317社 68.8

2位 台湾企業 27社 5.9

3位 韓国企業 24社 5.2

韓国 (49社）

社数 比率（％）

1位 韓国企業 26社 53.1

2位 中国企業 10社 20.4

3位 米国企業 6社 12.2

台湾 (70社）

社数 比率（％）

1位 台湾企業 31社 44.3

2位 中国企業 15社 21.4

3位 韓国企業 11社 15.7

香港 (43社）

社数 比率（％）

1位 中国企業 19社 44.2

2位 台湾企業 5社 11.6

同2位 韓国企業 5社 11.6

タイ (502社）

社数 比率（％）

1位 タイ企業 151社 30.1

2位 中国企業 147社 29.3

3位 韓国企業 40社 7.97

ベトナム (65社）

社数 比率（％）

1位
ベトナム
企業

21社 32.3

2位 中国企業 16社 24.6

3位
台湾企業
韓国企業

7社 10.8

インド (131社）

社数 比率（％）

1位
インド企
業

53社 40.5

2位 中国企業 26社 19.9

3位
韓国企業
欧州企業

16社 12.2

 中国市場において中・低価格帯の製品/サービスを販売する際
の最大の競合相手としては、中国企業が68.8％と圧倒的に多
く、台湾企業（5.9％）と韓国企業（5.2％）が続く。

 その他の国・地域に進出している企業の回答をみると、中国企
業は香港で1位（44.2％）、韓国、台湾、インド、タイ、ベトナムで
は、それぞれの自国企業についで2位に挙がっている。
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 経営上の問題点では、「従業員の賃金上昇」を挙げる企業の割合が中国全体で79.6％と最も高く、省市別では江蘇省で91.4％にのぼり、遼寧
省 （85.6％）、広東省（83.1％）でも8割を超えた。「競合相手の台頭（コスト面で競合）」、「調達コストの上昇」なども上位にあがる地域が多かっ
た。

 そのほか省市別にみると、天津市では「通関に時間を要する」（58.6％）、江蘇省では「人材（製造業の一般ワーカー）の採用難」（58.8％）を挙
げる企業の割合が相対的に高い。

中国全体 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 79.6%

2位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 販売・営業面 57.5%

3位 調達コストの上昇 生産面 55.9%

4位 従業員の質 雇用・労働面 48.4%

5位 主要取引先からの値下げ要請 販売・営業面 44.1%

遼寧省 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 85. 6%

2位 調達コストの上昇 生産面 65.4%

3位 原材料・部品の現地調達の難しさ 生産面 53.9%

4位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 販売・営業面 50.6%

5位 限界に近づきつつあるコスト削減 生産面 46.2%

天津市 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 72.7%

2位 品質管理の難しさ 生産面 66.7%

3位 現地人材の育成が進まない 経営の現地化 64.5%

4位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 販売・営業面 63.6%

5位 通関に時間を要する 貿易制度面 58.6%

北京市 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 72.2%

2位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 販売・営業面 55.1%

3位 現地人材の育成が進まない 経営の現地化 53.3%

4位 品質管理の難しさ 生産面 47.4%

4位 調達コストの上昇 生産面 47.4%

経営上の問題点（中国 省市別、全分野上位５項目、複数回答）



４．経営上の問題点（２）
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経営上の問題点（中国 省市別、全分野上位５項目、複数回答）

江蘇省 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 91.4%

2位 主要取引先からの値下げ要請 販売・営業面 61.8%

3位
人材（一般ワーカー）の採用難
（製造業のみ）

雇用・労働面 57.1%

4位 調達コストの上昇 生産面 52.9%

5位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 販売・営業面 50.0%

広東省 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 83.1%

2位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 販売・営業面 65.1%

3位 調達コストの上昇 生産面 56.5%

4位 主要取引先からの値下げ要請 販売・営業面 55.3%

4位 従業員の質 雇用・労働面 53.3%

上海市 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 70.3%

2位 品質管理の難しさ 生産面 60.0%

3位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 販売・営業面 58.9%

4位 調達コストの上昇 生産面 55.0%

5位 現地人材の育成が進まない 経営の現地化 52.8%

山東省 分野 回答率

1位 従業員の賃金上昇 雇用・労働面 78.6%

2位
人材（一般ワーカー）の採用難
（製造業のみ）

雇用・労働面 57.0%

3位 調達コストの上昇 生産面 55.6%

4位 従業員の質 雇用・労働面 49.6%

5位 品質管理の難しさ 生産面 45.6%



４．経営上の問題点（３）
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 経営上の問題点を、中国・ベトナム・インドで傾向を比較すると、「従業員の賃金上昇」、「競合相手の台頭（コスト面で競合）」、「調達コストの上
昇」は３カ国間で、それぞれ共通の課題となっていることがうかがえる。

 他方、インド、ベトナムでは「原材料・部品の現地調達の難しさ」、「電力不足・停電」、「物流インフラの未整備」が大きな課題となっているが、中
国では課題とする企業の割合が相対的に低い。各国における産業集積やインフラ整備の進展度の差がうかがえる。

中国・ベトナム・インドの各上位3項目と3カ国間で回答に差のあった項目
（中国・ベトナム・インド 複数回答）
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５．原材料・部品の調達（１）
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原材料・部品の調達先の内訳（製造業のみ）
（中国省市別、合計が100％になるよう回答）

 原材料・部品の調達先の内訳（平均値）は、「現地」（58.3％）が最も高く、「日本」（35.4％）、「ASEAN」（2.9％）が続く。
 「現地」からの調達率の推移をみると、05年（53.5％）⇒10年（58.3％）と増加傾向。
 北京市、山東省では、現地調達率が約７割に達する。

※n=10社以上の省市のみ
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５．原材料・部品の調達（２）
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 原材料・部品の調達先を業種別に見ると、食料品の現地調達率が最も高い（78.4％）。他方、その他の業種では、日本からの調達も３割程度あ
り、輸送機械器具、鉄･非鉄・金属では、現地と日本とが同程度の調達率である。

 企業規模別に現地調達率をみると、大企業（57.3％）と中小企業（59.5％）とに大きな差は見られないが、個別の業種をみると輸送機械器具、化
学・医薬などで大企業の現地調達率が高く、精密機械器具、一般機械器具などでは中小企業の現地調達率が高い。

※n=10社以上の業種 ※n=10社以上の業種
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５．原材料・部品の調達（３）

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 31

現地での調達がある企業に対して、その内訳を訊ねたところ、「地場企業」（53.9％）、「現地日系企業」（37.8％）、「その他外資企業」（8.2％）であった。
省市別では山東省、遼寧省、上海市で地場企業からの調達が６割を超える一方、天津市、広東省では現地進出日系企業からの調達が多い。
業種別では鉄・非鉄・金属、食料品で地場企業からの調達が７割を超えるが、輸送機械器具、化学・医薬では現地進出日系企業からの調達が多い。
企業規模別では、大企業のほうが中小企業より、現地進出日系企業からの調達が多い。

※ n=10以上の省市のみ記載
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原材料・部品の現地調達先の内訳 （製造業のみ）
（省市別、合計が100％になるよう回答）
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今後の原材料・部品調達の方針
（中国 省市別・複数回答）
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 今後の原材料・部品調達の方針について、「進出先での現地調達率を引き上げる」と回答した企業の割合が76.8％で最大。「日本からの調達率
を引き上げる」（2.0％）、「ASEANからの調達率を引き上げる」（5.7％）はとともに少ない。

 省市別でみると、遼寧省、江蘇省、天津市で「現地調達率を引き上げる」と回答した企業が８割を超える。業種別でみると、ゴム・皮革で「現地調
達率を引き上げる」と回答した企業が100％に達し、精密機械器具、輸送機械器具でも9割を超えた。
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 売上高に占める輸出比率（平均値）は、38.3％。
 省市別にみると山東省（55.5％）、遼寧省（46.6％）、江蘇省（45.3％）で高い。
 他方、北京市（19.5％）、上海市（22.1％）は輸出比率が相対的に低く、全量内地販売型企業（輸出比率ゼロ）の割合も北京市（52.0％）、上海
市（43.1％）では高い。

売上高に占める輸出の比率（中国 省市別、0～100％で回答）
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 業種別にみると、売上高に占める輸出比率は、製造業で43.5％。繊維（73.6％）、精密機械機器（60.1％）、電気機械機器（56.8％）などで高く、
輸送機械器具（24.1％）、化学・医薬（27.7％）などで低い。

 他方、非製造業では26.8％。通信・ソフトウェア業（59.5％）、運輸業（52.4％）で高く、卸売・小売業（21.1％）で低い。
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 輸出先の内訳をみると、日本の比率が高く、66.3％となった。
 省市別でも、日本の比率が高い。このほか江蘇省ではASEAN域内への輸出比率が、広東省では香港への輸出比率が相対的に高い。
 業種別でも、日本の比率が高く、製造業（62.6％）では繊維（83.1％）、非製造業（77.8％）ではソフトウェア業（99.1％）で突出している。このほか、
鉄・非鉄・金属、化学・医薬ではASEAN域内への輸出比率が、食料品、電気機械器具、化学・医薬、ゴム・皮革では香港への輸出比率が相対的
に高い。

輸出先の内訳（中国 省市別、
合計が100％となるよう回答）
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 今後１～３年の輸出市場として重要と考える国・地域は、上位順に①日本（39.1％）、②インド（13.2％）、③ベトナム、欧州（7.1％）となった。
 省市別でも、すべての対象省市で日本を最重要輸出市場とする企業の割合が最も高く、とりわけ①北京市（60.0％）、②山東省（50.0％）、③
遼寧省（40.0％）が全体平均を上回った。

 業種別でも、すべての対象業種で日本を最重要市場とする企業の割合が最も高かったが、とりわけ、繊維（72.7％）、ソフトウェア業（86.7％）
が突出している。

今後1～3年の事業／製品の輸出市場として
最も重要と考える国・地域

(中国全体、合計が100％となるよう回答)

日本を最も重要な輸出市場と考える割合
(省市別・業種別、合計が100％となるよう回答)

39.1

13.27.17.1

6.8

6.4

20.5

日本 インド ベトナム 欧州 米国 タイ その他 60.0 

50.0 

40.0 

34.4 

33.3 

30.4 

29.2 

0 20 40 60 80 100 

北京市(n=30)

山東省(n=76)

遼寧省(n=45)

上海市(n=64)

広東省(n=138)

天津市(n=23)

江蘇省(n=24)

34.1 

72.7 

50.0 

38.0 

31.3 

27.5 

23.8 

23.3 

20.8 

0 20 40 60 80 100 

製造業(n=314)

繊維(n=22)

一般機械器具(n=16)

電気機械器具(n=71)

精密機械器具(n=16)

輸送機械器具(n=40)

化学・医薬(n=42)

鉄・非鉄・金属(n=30)

食料品(n=24)

53.2 

86.7 

42.6 

42.1 

0 20 40 60 80 100 

非製造業(n=111)

通信・ソフトウェア業(n=15)

卸売・小売業(n=54)

運輸業(n=19)

(％)

日本
(％)

製造業

非製造業

省市別

※n=10社以上



７．賃金 （１）

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 37

基本給月額（中国 製造業、市別、業種別）

単位： 人民元 単位： 人民元単位： 人民元

カッコ内は回答企業数
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基本給月額（中国 非製造業、市別、業種別）

単位： 人民元
単位： 人民元
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年間実負担額（中国 製造業、市別、業種別）

単位： 人民元 単位： 人民元単位： 人民元

カッコ内は回答企業数
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煙台市(7)

青島市(58)

東莞市(53)

中山市(13)

佛山市(17)

大連市(34)

深圳市(30)

天津市(19)

蘇州市(14)

瀋陽市(8)

広州市(37)

長春市(5)

上海市(38)

杭州市(5)

北京市(17)

59,000

78,134

81,615

81,867

89,211

98,972

92,371

102,838

105,243

105,807

125,268

131,373

150,897

0 30,000 60,000 90,000 120,000 150,000 180,000

煙台市(8)

青島市(50)

中山市(13)

大連市(34)

北京市(13)

天津市(18)

東莞市(44)

佛山市(16)

瀋陽市(7)

深圳市(25)

広州市(36)

上海市(38)

蘇州市(15)

市別（ｎ≧５）

作業員 エンジニア マネージャー

23,060

22,805

28,429

28,720

30,125

31,816

31,917

31,978

35,301

0 10,000 20,000 30,000 40,000

ゴム・皮革(12)

繊維(34)

電気機械器具(81)

鉄・非鉄・金属(45)

精密機械器具(17)

輸送機械器具(54)

化学・医薬(53)

食料品(38)

一般機械器具(18)

42,517

42,671

43,018

47,115

54,544

54,937

58,235

60,551

61,482

0 20,000 40,000 60,000 80,000

繊維(n=23)

ゴム・皮革(n=8)

食料品(n=27)

鉄・非鉄・金属(n=41)

電気機械器具(n=75)

化学・医薬(n=51)

一般機械器具(n=17)

精密機械器具(n=17)

輸送機械器具(n=53)

77,581

78,465

89,563

93,050

107,077

107,202

107,326

108,940

113,340

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

食料品(33)

繊維(28)

鉄・非鉄・金属(41)

精密機械器具(16)

一般機械器具(18)

ゴム・皮革(10)

電気機械器具(77)

化学・医薬(49)

輸送機械器具(52)

単位： 人民元 単位： 人民元 単位： 人民元

（注）その他製造業およびその他非製造業を除く、n≧５の業種について

業種別
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単位： 人民元 単位： 人民元

128,706

149,848

155,823

204,800

285,395

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

運輸業(23)

通信・ソフトウェア業(22)

卸売・小売業(74)

建設業(5)

金融・保険業(9)

50,628

50,720

68,330

72,314

106,200

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

運輸業(28)

建設業(5)

通信・ソフトウェア業(23)

卸売・小売業(84)

金融・保険業(9)

（注）その他製造業およびその他非製造業を除く、n≧５の業種について

年間実負担額（中国 非製造業、市別、業種別）

スタッフ マネージャー

55,111

57,266

69,034

70,450

76,496

82,492

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

青島市(25)

大連市(24)

広州市(37)

深圳市(9)

北京市(40)

上海市(61)

115,445

142,226

167,948

183,297

186,852

189,761

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000120,000140,000160,000180,000200,000

青島市(21)

大連市(19)

深圳市(10)

北京市(39)

上海市(54)

広州市(34)

市別（ｎ≧５）

業種別

単位： 人民元
単位： 人民元

カッコ内は回答企業数
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ベースアップ率（中国 製造業、市別、業種別）

22.2 

21.0 

17.1 

16.0 

14.8 

14.5 

14.5 

13.9 

13.3 

12.6 

12.4 

9.3 

8.8 

7.1 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 

中山市(n=13)

大連市(n=38)

広州市(n=42)

佛山市(n=16)

杭州市(n=5)

東莞市(n=54)

深圳市(n=31)

天津市(n=22)

青島市(n=56)

蘇州市(n=15)

煙台市(n=11)

上海市(n=41)

瀋陽市(n=9)

北京市(n=19)

14.5

19.1 

16.3 

14.0 

14.0 

13.8 

12.9 

12.1 

11.8 

10.8 

0 5 10 15 20 25

製造業(n=436)

輸送機械器具(n=59)

ゴム・皮革(n=10)

繊維(n=33)

鉄・非鉄・金属(n=42)

化学・医薬(n=56)

電気機械器具(n=98)

精密機械器具(n=17)

食料品(n=37)

一般機械器具(n=22)

賞与（製造業、３職種平均）

賞与 ヵ月 社数

製造業 1.9 436

(％)
(％)

市別（ｎ≧５） 業種別

（注）その他製造業を除く、n≧５の業種について
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ベースアップ率（中国 非製造業、市別、業種別）

10.0 

9.5 

8.8 

8.4 

8.3 

7.1 

6.7 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 

天津市(n=5)

青島市(n=29)

大連市(n=24)

深圳市(n=10)

上海市(n=73)

広州市(n=41)

北京市(n=43)

7.9 

9.6 

8.3 

8.0 

7.3 

6.4 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 

非製造業(n=246)

運輸業(n=32)

通信・ソフトウェア業(n=24)

卸売・小売業(n=95)

建設業(n=6)

金融・保険業(n=9)

賞与 ヵ月 社数

非製造業 2.1 252

(％) (％)

賞与（非製造業、２職種平均）

市別（ｎ≧５） 業種別

（注）その他非製造業を除く、n≧５の業種について


